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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第63期

第３四半期
連結累計期間

第64期
第３四半期
連結累計期間

第63期

会計期間
自 平成24年４月１日
至 平成24年12月31日

自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日

自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日

売上高 (百万円) 250,036 281,174 349,839

経常利益 (百万円) 3,262 6,751 6,559

四半期(当期)純利益 (百万円) 806 3,319 2,029

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 739 5,192 3,297

純資産額 (百万円) 62,553 69,731 65,110

総資産額 (百万円) 298,192 314,792 296,726

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 2.82 11.61 7.10

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 21.0 22.1 21.9
 

　

回次
第63期

第３四半期
連結会計期間

第64期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成24年10月１日
至 平成24年12月31日

自 平成25年10月１日
至 平成25年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 1.79 5.89
 

(注) １  当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。

２  売上高には、消費税等は含まれていない。

３ 「潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額」は、潜在株式がないため記載していない。
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２ 【事業の内容】

当社グループは、当社、子会社27社及び関連会社３社で構成されている。また当社は、当社の主たる事

業である建設事業について市場を基礎として「国内土木事業」「国内建築事業」「海外建設事業」に区分

し、これらに「国内開発事業」を加えた４事業セグメントにより構成されている。また、子会社及び関連

会社は、それぞれ１事業セグメントを構成しており、主として当社の各事業セグメントに関連して、建設

事業、開発事業及びこれらに伴う建設資材の販売や機器リース、並びに造船事業等の事業活動を展開して

いる。

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが営む事業の内容について重要な変更はない。ま

た、主要な関係会社に異動はない。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報

告書に記載した事業等のリスクについての重要な変更はない。

　

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。

　

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府の経済対策の効果により緩やかに回復してお

り、堅調な内外需要を背景に、生産は緩やかに増加している。雇用・所得環境の改善を通して、個人消費

も持ち直しつつある。一方、海外経済は、米国など先進国を中心に回復しつつあるものの、中国経済の動

向や、欧州の政府債務問題の趨勢、一部の新興国にみられる不安定な動きなど、わが国の景気を下押しす

るリスクも残っている。

　建設業界においては、東日本大震災の復興関連予算や政府の経済対策に伴う補正予算の順調な執行など

により、公共投資は増加を続けている。これに加えて、住宅着工戸数の増加や民間設備投資の持ち直しな

どにより、建設投資は堅調に推移した。

このような状況のもと、当社グループの当第３四半期連結累計期間における業績は、売上高は281,174

百万円となり、前年同四半期に比べ31,138百万円（12.5％）の増加となった。利益については、営業利益

は7,029百万円となり、前年同四半期に比べ3,941百万円（127.7％）の増加、経常利益は6,751百万円とな

り、前年同四半期に比べ3,488百万円（106.9％）の増加、四半期純利益は3,319百万円となり、前年同四

半期に比べ2,512百万円（311.5％）の増加となった。

なお、当社グループの主たる事業である建設事業の特徴として、工事の完成引渡しが主に第４四半期に

集中することから、第３四半期までの各四半期の売上高が通期に比し、低くなる傾向がある。

　

各セグメントの業績は次の通りである。（セグメント間の内部売上高又は振替高を含めて記載してい

る。）

①国内土木事業

国内土木事業においては、売上高は100,708百万円となり、前年同四半期に比べ16,069百万円

（19.0％）の増加となった。また、セグメント利益は4,323百万円となり、前年同四半期に比べ794百

万円（22.5％）の増加となった。

②国内建築事業

国内建築事業においては、売上高は99,930百万円となり、前年同四半期に比べ16,342百万円

（19.6％）の増加となった。また、セグメント利益は1,349百万円（前年同四半期は1,388百万円のセ

グメント損失）へと改善した。

③海外建設事業
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海外建設事業においては、売上高は75,776百万円となり、前年同四半期に比べ261百万円（△

0.3％）の減少となった。また、セグメント利益は1,865百万円となり、前年同四半期に比べ126百万

円（△6.4％）の減少となった。

④国内開発事業

国内開発事業においては、売上高は952百万円となり、前年同四半期に比べ112百万円（△10.5％）

の減少となった。また、セグメント損失は734百万円（前年同四半期は853百万円のセグメント損失）

となった。

⑤その他事業

その他事業においては、売上高は5,115百万円となり、前年同四半期に比べ1,629百万円（△

24.2％）の減少となった。また、セグメント利益は236百万円（前年同四半期は249百万円のセグメン

ト損失）へと改善した。

　

(2) 財政状態の分析

 　当社グループの総資産は、受取手形・完成工事未収入金等の増加等により、前連結会計年度末に比べ

18,066百万円増加し、314,792百万円となった。負債については、社債の発行や支払手形・工事未払金

等の増加等により、前連結会計年度末に比べ13,446百万円増加し、245,061百万円となった。なお、有

利子負債残高については、前連結会計年度末に比べ6,871百万円増加し、77,810百万円となった。純資

産については、四半期純利益の計上やその他有価証券評価差額金の増加等により、前連結会計年度末に

比べ4,620百万円増加し、69,731百万円となった。

　

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

 　 当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更および新たに生じた課題はない。

　

(4) 研究開発活動

　　当第３四半期連結累計期間における研究開発費は、1,028百万円であった。

 　　なお、当第３四半期連結累計期間において、研究開発活動に重要な変更はない。

 　　また、連結子会社においては、研究開発活動は特段行っていない。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 599,135,000

計 599,135,000
 

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成25年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成26年２月14日)

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 286,013,910 286,013,910
東京証券取引所市場第１部

名古屋証券取引所市場第１部

単元株式数は

500株である

計 286,013,910 286,013,910 ― ―
 

（注）平成26年１月27日開催の取締役会において、単元株式数を500株から100株へ変更することを決議している。な

お、実施予定日は平成26年４月１日である。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項なし。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項なし。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項なし。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成25年10月１日～

平成25年12月31日
― 286,013 ― 30,449 ― 12,379

 

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はない。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載

することができないため、直前の基準日である平成25年９月30日の株主名簿により記載している。

① 【発行済株式】

平成25年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 105,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

285,597,000
571,194 ―

単元未満株式
普通株式

311,910
― １単元(500株)未満の株式

発行済株式総数 286,013,910 ― ―

総株主の議決権 ― 571,194 ―
 

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が8,500株含まれている。

　　なお、「議決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数が17個含まれている。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式284株が含まれている。

　

② 【自己株式等】

平成25年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
五洋建設株式会社

文京区後楽２―２―８ 105,000 ― 105,000 0.0

計 ― 105,000 ― 105,000 0.0
 

　

２ 【役員の状況】

該当事項なし。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記

載している。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成25年10月

１日から平成25年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成25年12月31日

まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けてい

る。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年12月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 50,595 45,653

受取手形・完成工事未収入金等
※1 113,699 ※1 133,029

未成工事支出金等 9,858 11,283

たな卸不動産 9,727 9,040

未収入金 12,019 11,206

その他 5,595 6,755

貸倒引当金 △854 △937

流動資産合計 200,642 216,030

固定資産

有形固定資産

土地 42,539 41,897

その他（純額） 30,065 33,711

有形固定資産合計 72,604 75,609

無形固定資産 1,127 1,088

投資その他の資産

投資有価証券 13,204 15,799

その他 15,507 10,420

貸倒引当金 △6,360 △4,208

投資その他の資産合計 22,351 22,011

固定資産合計 96,083 98,709

繰延資産 － 53

資産合計 296,726 314,792
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等
※2 111,574 ※2 120,544

短期借入金 39,955 38,120

1年内償還予定の社債 － 10,000

未払法人税等 1,131 1,369

未成工事受入金等 17,283 15,747

引当金 4,726 3,486

その他 18,084 18,568

流動負債合計 192,755 207,837

固定負債

社債 10,000 10,000

長期借入金 20,984 19,690

再評価に係る繰延税金負債 6,195 6,186

引当金 870 473

その他 809 872

固定負債合計 38,859 37,224

負債合計 231,615 245,061

純資産の部

株主資本

資本金 30,449 30,449

資本剰余金 18,386 18,386

利益剰余金 8,635 11,285

自己株式 △23 △24

株主資本合計 57,448 60,098

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 1,181 2,982

繰延ヘッジ損益 △2 △3

土地再評価差額金 6,470 6,567

為替換算調整勘定 △18 △15

その他の包括利益累計額合計 7,632 9,531

少数株主持分 30 101

純資産合計 65,110 69,731

負債純資産合計 296,726 314,792
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

売上高

完成工事高 243,548 275,653

開発事業等売上高 6,488 5,520

売上高合計 250,036 281,174

売上原価

完成工事原価 228,907 258,125

開発事業等売上原価 7,047 4,868

売上原価合計 235,954 262,993

売上総利益

完成工事総利益 14,641 17,528

開発事業等総利益又は開発事業等総損失（△） △559 652

売上総利益合計 14,081 18,181

販売費及び一般管理費 10,994 11,152

営業利益 3,087 7,029

営業外収益

受取利息 50 53

受取配当金 196 202

為替差益 508 279

その他 818 351

営業外収益合計 1,573 886

営業外費用

支払利息 1,144 886

その他 253 277

営業外費用合計 1,398 1,164

経常利益 3,262 6,751

特別利益

固定資産売却益 31 134

債務免除益 －
※1 50

その他 7 19

特別利益合計 38 204

特別損失

減損損失 71 201

固定資産除却損 63 128

投資有価証券評価損 273 －

訴訟損失引当金繰入額 470 －

その他 322 72

特別損失合計 1,201 402

税金等調整前四半期純利益 2,099 6,553

法人税、住民税及び事業税 395 1,576

法人税等調整額 888 1,590

法人税等合計 1,283 3,166

少数株主損益調整前四半期純利益 815 3,387

少数株主利益 8 67
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四半期純利益 806 3,319
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 815 3,387

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △48 1,800

繰延ヘッジ損益 9 △1

為替換算調整勘定 △36 6

持分法適用会社に対する持分相当額 △0 0

その他の包括利益合計 △75 1,805

四半期包括利益 739 5,192

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 730 5,121

少数株主に係る四半期包括利益 8 70
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

１　保証債務

　連結会社以外の下記の相手先の金融機関からの借入等に対し、債務保証を行っている。

 
前連結会計年度

(平成25年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成25年12月31日)

全国漁港漁村振興漁業
協同組合連合会

848百万円 848百万円

ホテル朱鷺メッセ㈱ 169 160

白石建設工業㈱ ― 10

計 1,017 1,019
 

　

　また、下記の相手先の住宅分譲前金保証を行っている。

 
前連結会計年度

(平成25年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成25年12月31日)

東亜地所㈱ ―百万円 20百万円

㈱ジョイント・コーポレーション 43 1

㈱ゴールドクレスト 81 ―

計 124 21
 

　
２　（追加情報）

　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理している。

なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休業日であったため、次の四半期連結会計期間末

日満期手形が当第３四半期連結会計期間末残高に含まれている。

 
前連結会計年度

(平成25年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成25年12月31日)

※１受取手形 269百万円 817百万円

※２支払手形 193 175
 

 

(四半期連結損益計算書関係)

※１　当社の連結子会社であった小浜マリン㈱が清算結了したことに伴う、少数株主からの借入金に対

する債務免除益である。

　
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していない。なお、

第３四半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりで

ある。

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
至 平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日)

減価償却費 3,081百万円 3,561百万円
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(株主資本等関係)

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間(自 平成24年４月１日 至 平成24年12月31日)

　１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月28日
定時株主総会

普通株式 571 2.00 平成24年３月31日 平成24年６月29日 利益剰余金
 

　

　２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会

計期間の末日後となるもの

　該当事項なし。

　

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日)

　１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月27日
定時株主総会

普通株式 571 2.00 平成25年３月31日 平成25年６月28日 利益剰余金
 

　

　２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会

計期間の末日後となるもの

　該当事項なし。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 平成24年４月１日 至 平成24年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        (単位：百万円)

 報告セグメント
その他
(注1)

合計
調整額
(注2)

四半期連結
損益計算書
計上額
(注3) 

国内土木
事業

国内建築
事業

海外建設
事業

国内開発
事業

計

売上高          

(1) 外部顧客への
売上高

84,455 83,550 76,037 936 244,980 5,056 250,036 ― 250,036

(2) セグメント間の
内部売上高又は
振替高

183 37 ― 128 348 1,688 2,037 △2,037 ―

計 84,638 83,588 76,037 1,065 245,328 6,745 252,073 △2,037 250,036

セグメント利益又は
損失（△）

3,529 △1,388 1,992 △853 3,279 △249 3,029 57 3,087
 

(注) 1.「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、造船事業、事務機器等のリース事

業、保険代理店事業及び環境関連コンサルティング事業等を含んでいる。

2.セグメント利益又は損失（△）の調整額は、セグメント間取引消去である。

3.セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。

　

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        (単位：百万円)

 報告セグメント
その他
(注1)

合計
調整額
(注2)

四半期連結
損益計算書
計上額
(注3) 

国内土木
事業

国内建築
事業

海外建設
事業

国内開発
事業

計

売上高          

(1) 外部顧客への
売上高

100,578 99,928 75,776 848 277,131 4,043 281,174 ― 281,174

(2) セグメント間の
内部売上高又は
振替高

129 2 ― 104 235 1,072 1,308 △1,308 ―

計 100,708 99,930 75,776 952 277,367 5,115 282,483 △1,308 281,174

セグメント利益又は
損失（△）

4,323 1,349 1,865 △734 6,803 236 7,040 △11 7,029
 

(注) 1.「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、造船事業、事務機器等のリース事

業、保険代理店事業及び環境関連コンサルティング事業等を含んでいる。

2.セグメント利益又は損失（△）の調整額は、セグメント間取引消去である。

3.セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりである。

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
至 平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日)

　　１株当たり四半期純利益金額 ２円82銭 11円61銭

    (算定上の基礎)   

   四半期純利益金額(百万円) 806 3,319

    普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

    普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 806 3,319

   普通株式の期中平均株式数(千株) 285,911 285,908
 

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式がないため記載していない。

　

　

２ 【その他】

該当事項なし。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし。
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新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員業
務執行社員

 公認会計士　山　本　禎　良   印

指定有限責任社員業
務執行社員

 公認会計士　櫻　井　　　均    印

指定有限責任社員業
務執行社員

 公認会計士　中　川　政　人    印

独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成26年２月14日

五洋建設株式会社

取締役会  御中

　

 

　

 

　

 

　

 

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている五洋建設

株式会社の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成25年10月

１日から平成25年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成25年４月１日から平成25年12月31日まで)に係

る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書

及び注記について四半期レビューを行った。

　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半

期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半

期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含ま

れる。

　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表

に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ

ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施さ

れる質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般

に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続であ

る。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　
監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、五洋建設株式会社及び連結子会社の平成25年12月31

日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じ

させる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管している。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。
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